
住まいを解体するときは

住まいの⽼朽化が進んでいる場合には、売却・賃貸が難しくなることが
想定されるほか、所有を続けても、空き家になり管理が⼗分にできないと
きは、周辺に迷惑をかけてしまうかもしれません。このような場合は、解
体を⾏うことを検討しましょう。

解体⼯事を事業者に依頼する際には、建設業法の許可事業者⼜は建設リ
サイクル法の登録事業者に発注しましょう。また、複数の者への⾒積りや、
書⾯での契約書の取り交わしをお勧めします。

登記してある建物を解体した場合は、解体完了後１か⽉以内に法務局で
建物滅失登記を⾏う義務があり、未登記の場合にも家屋滅失に関する届出
が必要となります。詳細は法務局などにお問い合わせください。

解体を⾏い更地にした場合には、固定資産税の住宅⽤地特例が解除され
税額が上がりますが、住まいを空き家にして放置し、「空家法」に基づく
勧告を受けた場合などにも、同様に住宅⽤地特例が解除され税額は上がり
ます。利⽤予定のない住まいは残しておかず、解体を検討しましょう。

MEMO 



売却・賃貸の前には調査を

利⽤予定がなく、空き家になってしまう住まいを売却・賃貸したい場合に
は、空き家の利⽤上どのような制約があるのかを把握することで、より具体
的に検討することができます。建物の状態、⼟地・建物の権利関係、法的規
制、敷地の埋設物等について確認しましょう。

1981年の建築基準法改正以前に建てられた住まいである場合には、現在
の耐震基準を満たさない可能性があります。専⾨家による耐震診断により耐
震性能を確認しましょう。

また、売買の際に、契約時に想定していなかった⾬漏りがあった場合など
は、買主から修補や損害賠償などを求められるおそれもあります。そのため
にも、専⾨家による建物状況調査（インスペクション）で建物の状態を確認
することも検討しましょう。不具合等をしっかり告知・説明しておくことで、
引渡し後のトラブルを避けることができ、安⼼して購⼊してもらえます。ま
た、修繕やリフォーム⼯事の必要性を検討する際の参考にもなります。

詳しくは、
国⼟交通省「建物状況調査を活⽤しませんか（売主⽤）」
でご確認ください 。

＜インスペクションの様⼦＞

詳細はこちら



親など（被相続⼈）が⼀⼈で居住していた家屋と敷地等を相続した場合には、
相続⼈が早期に（相続開始から3年を経過した⽇の属する年の12⽉31⽇までに）
⼀定要件を満たしたうえで当該家屋⼜は敷地等を譲渡すれば、その譲渡所得から
最⼤3,000万円が控除されます。

MEMO 

適⽤期間は2027年12⽉31⽇までとなります。適⽤を受けるた
めには⼀定の要件を満たす必要がありますので、国⼟交通省の
ウェブサイトをご確認ください。

詳細はこちら

相続した空き家を早期に譲渡した場合は、譲渡所得の特別控除が受けられます

【主な要件】
・昭和56年５⽉31⽇以前に建築された家屋であること
・相続開始の直前に被相続⼈が居住に⽤いており、他の居住者がいないこと

※ 被相続⼈が相続開始の直前に⽼⼈ホーム等に⼊居していた場合も、⼀定の要件
を満たす場合は適⽤可

・家屋と⼟地の両⽅を相続・遺贈により取得すること
・相続開始から３年を経過する年の12⽉31⽇までに譲渡すること
・譲渡の代⾦が１億円以下であること

※空き家の除却⼜は耐震改修の前の
⼀定期間内に譲渡した場合も適⽤可能

更地

譲渡
耐震基準を

満たした家屋

相続

※

被相続⼈が住んでいた
家屋・敷地

空き家
空き家の

譲渡所得の
特別控除



所有する空き家は適切に管理を

住まいを売却・賃貸せず、所有し続けることも選択肢の⼀つです。ただし、
⻑期間住まいを使⽤せず空き家にしておいたときは、不具合の発⽣が発⾒さ
れにくいために、傷みが早く進⾏する傾向があります。

所有し続ける場合は、住まいを適切に管理することが重要です。例えば、
建物の外部・内部の点検や、通気や換気、通⽔、清掃などの作業は定期的に
⾏う必要があります。

資料：国⼟交通省「リーフレット 「⾃分は⼤丈夫！」と思っていませんか？ 空き家には適切な管理が不可⽋です。」

建物の維持管理は所有者⾃らが対応することが基本ですが、ご⾃⾝で
の対応が難しい場合は、専⾨業者などに依頼することも検討しましょう。

国⼟交通省では、「空家等に関する施策を総合的かつ
計画的に実施するための基本的な指針」において、所有
者による空き家の適切な管理について指針となるべき事
項を⽰しています。指針の内容の詳細は、⼆次元コード
からご確認ください。 詳細はこちら



住宅セーフティネット制度とは？

⾼齢者、障害者、⼦育て世帯など住宅の確保に配慮が必要な⽅（住宅確保
要配慮者）の⼊居を拒まない賃貸住宅（セーフティネット住宅）として住ま
いを登録する制度です。改修・⼊居への経済的⽀援等の仕組みも盛り込まれ
ています。

また、改修費の補助や⼊居者の負担軽減につながる補助を活⽤できますの
で、⼊居希望者の増加や、空き家・空き室の解消が期待できます。なお、⼊
居者を住宅確保要配慮者に限定する「専⽤住宅」として登録することにより、
より⼿厚い補助を受けることができます。

セーフティネット住宅として⾃治体に登録すると、専
⽤WEBサイト「セーフティネット住宅情報提供システ
ム」を通して住宅の情報が広く周知されます。

資料：国⼟交通省パンフレット「⺠間住宅を活⽤した新たな住宅セーフティネット制度をご活⽤ください」

詳しくは、国⼟交通省ウェブサイトでご確認ください。

情報提供システムは
こちら

補助⾦などの
詳細はこちら



いったい誰が相続⼈？〜相続⼈と法定相続分〜

相続の際には、遺⾔書の内容、遺産分割協議による内容の順に優先され、
いずれもない（しない）場合には、「法定相続」となるのがルールです。法
定相続の基本的なルールは、次の図のとおりです。

法定相続は、相続⼈の間で合意できなかったときの配分割合であり、親族
で住まいなどを共有することになります。遺⾔書がない場合は、できる限り、
遺産分割協議により、相続⼈全員の話し合いで遺産をどのように分配するか
決めましょう。

また、財産を相続したくない場合には、家庭裁判所で⼿続を⾏うことで、
全ての財産（空き家・負債などを含む）の相続を放棄する「相続放棄」を
することも認められています。

ただし、相続放棄をした後でも、現にその財産を占有しているときは、相
続財産清算⼈に引き継がれるまで、引き続きその財産を管理しなければな
りません。

そのため、近隣に迷惑がかからないよう、家庭裁判所に相続財産清算⼈の
選任申⽴てを⾏うことも検討すべきです。

※ 第１順位の場合、⼦が亡くなっているときは、その⼦（被相続⼈にとっ
ての孫）が相続⼈となります。

※ 第２順位の場合、親が亡くなっているときは、その親（被相続⼈にとっ
ての祖⽗⺟）が相続⼈となります。

※ 第３順位の場合、兄弟姉妹が亡くなっているときは、その⼦（被相続⼈
にとっての甥・姪）が相続⼈となります。

配偶者

配偶者

配偶者

⼦ ※⼈数で分割

※⼈数で分割

※⼈数で分割

親

兄弟姉妹

第1順位

⼦がいる場合

第2順位
⼦がなく

親がいる場合

第3順位
⼦も、親も
いない場合

法定相続⼈と法定相続分相続順位

1
2

1
2

2
3 1

3

3
4 1

4

第1順位の⼈がいない場合に
相続⼈となります

第1順位・第2順位の⼈がいない場合
に相続⼈となります



遺留分

請求するかしないかは各相続⼈の⾃由であり、故⼈の意
思を尊重して、請求しない⼈もいます。

しかし、争いの元になりかねないため、遺⾔書を作成す
るときや⽣前に贈与をするときには、この遺留分に配慮す
ることをお勧めします。

相続⼟地国庫帰属制度

相続または遺贈により⼟地の所有権を取得した⽅が、⼀定
の要件を満たせば、10年分の⼟地管理費に相当する額の負担
⾦を国に納付した場合に、その所有権を国庫に帰属させるこ
とができます。

詳細は法務省のウェブサイトをご参照ください。

配偶者居住権ってどんな制度？

これによって、配偶者が
相続開始時に被相続⼈所有
の建物に居住していた場合
に、遺産分割協議や遺⾔書
の記載に基づき配偶者居住
権を取得すれば、終⾝また
は⼀定期間、その建物に無
償で居住することができる
ようになりました。

この権利を第三者に対抗
（主張）するためには、登
記が必要です。

詳細はこちら

遺留分とは、亡くなった⽅（被相続⼈）が遺⾔書によって無償で遺産を譲
渡したときや、亡くなる前の⼀定の期間内に贈与をしていたときに、相続⼈
が⼀定の割合の財産に相当する⾦銭の⽀払いを請求をすることができる権利
のことです。

夫の遺産を妻と⼦で分割する際のイメージ

不動産
2,000万円

預貯⾦
2,000万円

夫の遺産

2020年４⽉の⺠法改正により、配偶者居住権が創設されました。



相続登記をしないと…

ｃｘｃ ｃｘｃ

ｃｘｃｃｘｃ

相 続 が 発 ⽣ し た ら 、 早 め に 相 続 ⼈ で 話 合 い （ 遺 産 分 割 協 議 ） を ⾏ っ て 、
話 合 い の 結 果 を 相 続 登 記 に 反 映 する こ と が 重 要 で す 。

相続登記は必要です
⼟ 地 や 建 物 を 所 有 し て い た ⽅ が 亡 く な ら れ て 相 続 が発⽣した場合、

「相続による所有権の移転の登記」を法務局に申請することになります。

書類収集の⼿間が増え、
費⽤が⾼くなる。

所在不明の⼈がいると、

相続⼈の中に認知症になるなど 判
断能⼒が低下した⼈がいると、家
庭裁判所に成年後⾒⼈等の
選任申⽴てが、

不在者財産管理⼈の選任申⽴てが
必要になるケースが⽣じる。

相続⼈がどんどん増えて、
話し合いがうまく進まない。

相続⼈の中に
⾯識がない⼈が現れ、
協議に時間がかかる。

！⼿続がどんどん複雑になります

相続登記の義務化が始まる！

相続登記が義務化される法律が 2024年4⽉1⽇に施⾏されました。この新しい
法律では正当な理由なく登記を怠ると10万円以下の過料が科されることになっ
ています。

なにより申請をせずに放っておくと新たな相続が発⽣し、相続登記の⼿続が
ますます難しくなってしまいます。

不動産の名義⼈

海外在住

⾏⽅不明？

認知症

×
× ×××

× × 時間がたつほど、
相続⼈が増えて
⼿続が難しく… ！

⾯識がない⼈、
連絡の取れない⼈がいて
話合いができない。
どうしよう…



相続⼈が法務局に、以下の必要書類（※ １ ）を申出書に添付して申出します。登記官が内
容を確認後、法定相続情報⼀覧図（法定相続⼈が誰であるのかを⼀覧にしたもの）に認
証⽂を付した写しを無料で必要通数交付します。

法定相続情報⼀覧図の保管期間中（５年間）は、再交付を受けることができます。

無料で利⽤できます！ 法定相続情報証明制度

法定相続情報⼀覧図（記載例）

被相続⼈ 法務太郎 法定相続情報

最後の住所
○県○市○町○番地
最後の本籍
○県○市○町○番地
出⽣ 昭和○年○⽉○⽇
死亡 令和○年○⽉○⽇
（被相続⼈）
法務太郎

住所
○県○市○町○番地
出⽣ 昭和○年○⽉○⽇
（妻）
法務花⼦

住所 ○県○市○町○番地
出⽣ 昭和○年○⽉○⽇
（⼆男）
法務⼆郎

以下余⽩

住所 ○県○市○町○番地
出⽣ 昭和○年○⽉○⽇
（⻑男）
法務⼀郎 （申出⼈）

作成⽇： 令和○年○⽉○⽇
作成者：住所 ○県○市○町○番地

⽒名 ○○ ○○ 印

※１ 別途必要書類がある場合が
あります。

※２ コンビニエンスストアまたは
最寄りの市区町村で取得できる
ケースもあります。

ご相談は、お近くの司法書⼠にご連絡ください。

相続⼈

申出 確認 交付

被
相
続
⼈
の

必要書類 取得先

出⽣から亡くなる
までの⼾除籍謄本

（⼾除籍記録事項証明書）

被相続⼈の本籍地
の市区町村
（※２）

住⺠票の除票の写し 被相続⼈の最後の
住所地の市区町村

現在の⼾籍謄抄本
（⼾籍記録事項証明書）

被相続⼈の本籍地
の市区町村
（※２）

⽒名・住所を 確認
することができる
公的書類

−

法定相続情報
⼀覧図（右図） −

相
続
⼈
全
員
の

申
出
⼈
の

法定相続情報番号 0000-00-
00000

法務局 登記官


